
 資料５  

令和元年度 東京都公立大学法人 業務実績評価書に記載した要望等について 

 

東京都公立大学法人の業務実績評価方針及び評価方法(抜粋) 

７ 評価結果の活用等に関する事項 （１）評価書に記載する要望等 

ア 評価書に記載する要望、期待等については、中期計画との関連性及びその重要性、緊急性などを勘案の上記載する。 

イ 特に優先して対応を求める事項又は経過報告を求める事項については、公立大学分科会から法人に対し、対応報告を求める。 

ウ 法人は、業務実績評価の結果を中期計画及び年度計画並びに業務運営に適切に反映させるとともに、評価結果の反映状況を公表するなど、適切に対応すること。 

 

●公立大学分科会から法人に対し、対応報告を求める事項一覧（案） 

No. 該当箇所 評価書 対応報告を求める事項（案） 

１ 

（全体評価） 

１ 総評 

（東京都立大学 ４つめの・） 

都立大の強みや特色を有する国際的研究拠点の形成を目指す研究センターについて、

外部資金獲得額が平成 30年度から大きく減少し、中期計画の目標として掲げた金額

からも大きく下回っている。外部資金の獲得は研究を充実・発展させていく上で極め

て重要であることから、目標達成に向けた取組の強化を望む。 

（都立大） 

「研究センターの外部資金獲得額の目標達成

に向けた取組」 

２ 

（法人の業務運営等 ３つめの・） 

都立大で発生した大学院入試問題漏えいについては、極めて憂慮すべきことであり、

再発防止に努める必要がある。既に詳細な原因分析を行い、再発防止策を策定してい

るが、公平・公正な入学者選抜の実施に向け、取組を徹底されたい。 

（法人） 

「公平・公正な入学者選抜の実施に向けた再発

防止の取組」 

３ 

（法人の業務運営等 ４つめの・） 

情報セキュリティ事故が複数の機関において発生したことは由々しき問題である。メ

ール誤送信防止ソフトの導入やセキュリティ研修の実施など、セキュリティ対策を徹

底されたい。なお、セキュリティ研修の未受講者に対しては、アカウントの停止など

ペナルティを含む厳格な対処により、対策の実効性を担保されたい。 

（法人） 

「情報セキュリティ対策の徹底」 

４ （全体評価） 

２ 中期目標

の達成に向け

た課題、法人

への要望など 

（２つめの・） 

社会経済が厳しい状況にある今、在校生の支援に当たっては、各校の卒業生に対し、

様々な形の支援を幅広くお願いすることが望ましい。母校に思いを寄せる卒業生と将

来を夢見る在校生の結びつきを強化する取組を期待する。 

（法人：各校の取組をまとめて特記事項に記載） 

「卒業生と在校生の結びつきを強化する取組」 

５ 

（４つめの・） 

・法人が運営する２大学１高専の資源や特長を活かして、シナジー効果を発揮するた

めには、法人部門のリードが欠かせない。そのため、各校職員によるワーキンググル

ープを立ち上げて今後の連携の方向性を協議する試みなどは、継続して実施されたい。 

（法人） 

「２大学１高専における新たな連携の在り方

の検討に向けた取組」 

  



 

【参考】平成 23～30年度における対応報告事項 

 

年度

評価 
都立大（首都大） 産技大 高専 法人 

H23 

・首都大学東京大学院と産業技術大学院大学の志願者数

の減少への対策 

・共同研究、受託研究など外部資金獲得実績の減少への

対策 

・首都大学東京大学院と産業技術大学院大

学の志願者数の減少への対策 

・９年間一貫教育等の実効性を高める適切

な措置についての検討状況 

－ ・国際化推進に向けた具体的取組の進展状

況 

・情報漏えいの防止対策と再発防止の徹底 

H24 

・大学院定員充足率の適正化に向けた継続的な取組 

・国際化のさらなる推進に向けた取組 

・ダイバーシティの推進に向けた取組 

・研究レベルの向上等に向けた方策及び研究活動を支援

する取組 

・志願者獲得に向けた取組 

・９年間一貫教育の目的や有効性について

の検討に基づく取組 

・９年間一貫教育の目的や有効性について

の検討に基づく取組 

・国際化のさらなる推進に向けた取組 

・２大学１高専のプレゼンス向上に向けた

広報の取組 

・学生・教職員の安全確保への取組 

H25 

・国際化のさらなる推進に向けた取組 

・大学院定員充足率の適正化に向けた継続的な取組 

・「本学の教育改革」策定後の継続的な取組 

・志願者獲得に向けた認知度向上などの取

組 

・９年間一貫教育の検証に基づく見直しの

検討 

・９年間一貫教育の検証に基づく見直しの

検討 

・国際化のさらなる推進に向けた取組 

・個人情報保護及び情報セキュリティの事

故発生防止への取組 

H26 

・国際化の更なる事業展開に向けた取組 

・戦略的・継続的な研究支援体制確立を研究力向上や研

究成果につなげるための取組 

・認知度向上と志願者獲得に向けた取組の

工夫 

・各種の先進的な教育施策が学生の能力向

上やキャリア形成支援などの教育成果にど

うつながったかの検証 

・国際化の更なる事業展開に向けた取組 

・学生が学習到達度を自己評価する仕組み

を活用した授業改善の取組とその成果 

・情報セキュリティ事故の再発防止とガバ

ナンス強化に向けた取組 

H27 

・国際化の更なる事業展開に向けた取組 

・各種の教育改革の成果の検証及び今後の展開 

・志願者が減少した原因の検証及び志願者

獲得に向けた教育成果の発信方法の多面的

な検討 

・国際化の更なる事業展開に向けた取組 

・学生が学習到達度を自己評価する仕組み

を活用した授業改善の取組とその成果 

・情報セキュリティ事故の再発防止とガバ

ナンス強化に向けた取組 

・２大学１高専の特色を生かした教育研究

の更なる連携強化に向けた取組 

H28 

・教育改革の成果の検証及び今後の展開 

・国際化の更なる事業展開・質的な充実に向けた取組 

・研究科の一部において定員が充足していない状況を踏

まえた博士後期課程等の若手等研究者支援への取組 

・志願者獲得に向けた教育成果の発信方法

の多面的な検討 

・国際化の更なる事業展開に向けた取組 ・情報セキュリティ対策の継続的な検証と

ガバナンス強化に向けた取組 

・２大学１高専の特色を生かした教育研究

の更なる連携強化に向けた取組 

H29 

・教育研究組織再編の多面的な評価と成果の検証 

※継続的に検証することを望む。一定の成果は見込評価

時に報告することとし、当面は時点での成果と検証方法

等の検討状況等について報告を求める。 

・国際化の更なる事業展開・質的な充実と海外留学等派

遣学生に対する支援策の充実に向けた取組 

・志願者獲得に向けた教育成果の発信方法

の多面的な検討とその効果の検証 

・海外体験プログラムの質的な充実に向け

た取組 

・情報セキュリティ事故の再発防止に向け

た組織的な取組 

・２大学１高専のプレゼンス向上に向けた

取組 

H30 

・都をはじめとする自治体や企業との連携強化に向けた

取組 

・科学研究費補助金の新規採択率向上に向けた取組 

・都をはじめとする自治体や企業との連携

強化に向けた取組 

・都をはじめとする自治体や企業との連携

強化に向けた取組 

・法人による各校が行う教育研究の質の向

上を図る意欲的な取組の支援 

 


